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1.
はじめに
オランダ人権機関は、障害者権利条約の監視の仕組みを担当する独立機関である。同機関は、Aステータスの認定を受けている。同機関は、監視プロセスに関与する障害のある人の諮問委員会を設置している。障害のある人（のための組織）、中央連絡先（保健福祉スポーツ省）、その他CRPDの実施に役割を果たす（ことができる）組織と定期的に協議している。

2.
作業方法

本報告の焦点を決定するために、オランダ人権機関は、条約の実施についての関連課題の評価を行った。障害のある人および障害のある人を代表する団体から得た情報、調査、報告書、政策、国会文書および障害のある人に関する法律を考慮した。報告の作成計画、報告で取り上げるべき課題、報告案について障害者（団体）と協議した
。
3.
要約
オランダ人権機関は、障害者権利条約（CRPD）第33条2に基づく国内監視機関としての権限に基づき、本報告を提出する。この報告には、2016年7月の条約批准後の最初の2年間についての当機関の見解が記されている。オランダ政府は2018年6月に第1回目の報告を提出している。

2016年の批准後、オランダ政府は条約を実施するために多くの取り組みを展開してきた。調整省である保健福祉スポーツ省が協議の場（platform）を立ち上げた。その参加者は、他の省庁、市町村、雇用主やサービス提供者の分野別組織、労働組合、障害のある人を代表する組織などの利害関係者である。

様々な分野における行動計画が起草され、現在実施中である。障害のある人との協議は、そのプロセスの一部である。オランダ人権機関との情報交換は定期的に行われている。
選挙プロセスをよりアクセシブルにする努力、平等待遇法を拡大し障害を理由とするものも対象に含めたこと、前述の協議の場の設立など、多くの前向きな進展が見られる。
オランダ人権機関は、実施のプロセスに関連していくつかの懸念を持っている。全般的には、インクルーシブな社会を推進するための措置はとられている。しかし障害のある人が社会に参加できるようにするために必要な調整のペースは遅い。さらに、市町村は障害のある人の権利に関する多くの課題を取り扱っているにもかかわらず、必ずしもすべての市町村が条約の実施計画を立てているとは限らないことにも注意が必要である。またカリブ海地域のオランダ領、ボネール島、サバ島およびシント・ユースタチス島は、条約の適用から除外されていることを懸念する。政府は、オランダのこの地域での条約適用の日程を決定する必要がある。
具体的な懸念事項が以下の分野で見いだされる。
- 法の下の平等：裁判所は、可能な限り制約の少ない後見措置を適用する傾向がある。しかし、保佐人制度、メンター制度、行政保護に関する法制では、代理的意思決定を認めている。

- 社会支援サービス：支援サービスの範囲は市町村によって異なる。障害のある人の社会的支援を扱う市町村職員のスキルや専門性は議論の対象となっており、市町村間での転居は、提供されるサービスや支援補助器具に影響を及ぼす。

- 健康：心理社会的条件のある人のための医療サービスは、タイムリーには利用できないことが多い。待機者リストがあるため、人々は適切なケアを受けていない。これは、他の健康問題、仕事の喪失、その他の社会問題につながる可能性がある。

- 教育：適合教育法では、主流教育の児童生徒数を増やすことを目標に掲げているが、多くの障害児が特別支援学校に通っている。CRPD第24条で求められているインクルーシブ教育の導入は検討されていない。

- 雇用：インクルーシブ労働市場の実現に向けた取り組みは遅れており、労働市場における障害のある人の増加にはつながっていない。公共部門における障害のある人の雇用創出は目標を下回っている。

- 条約批准時、オランダ政府は様々な条文について7つの解釈宣言を出した。オランダ人権機関は、これらの宣言の必要性と重要性は十分には正当化されていないと考える。

- オランダ政府は条約の選択議定書を批准していない。このため、個人が委員会に事件を通報することができない。

4.
総括的意見
4.1.
宣言

政府は、CRPDへの署名・批准に際して、いくつかの解釈宣言を提出している。オランダ人権機関は、これらの宣言は条約の意思及び目的に反しているため、撤回されるべきであると考える
（別紙１参照）。

4.2.
選択議定書の批准
政府はCRPDの選択議定書に署名しておらず、批准の日程も示していない。政府は、選択議定書を批准するかどうかは、経済的社会的文化的権利に関する国際規約（ICESCR）の選択議定書の批准にかかっていると発表している。国務院(Council of State)は2017年5月にICESCRの選択議定書の批准を助言している。これまでのところ政府はこの助言に応じていない。その結果CRPDの選択議定書の批准に向けた措置は取られていない。選択議定書の批准は、障害のある人の権利保護に貢献する。オランダ人権機関は、CRPDの選択議定書の批准手続きは、ICESCRの選択議定書の批准に依存すべきではないと考える。

推奨する事前質問事項案
政府は、CRPDの選択議定書の批准の日程を示すことができますか。

4.3.
カリブ海地域のオランダ領での実施
政府が条約を批准した際には、カリブ海のオランダ領での即時適用を除外した。カリブ海諸島であるボネール島、セント・ユースタチウス島およびサバ島はオランダの特別市町村であり、オランダの憲法体制の一部を成す。オランダ人権機関は、カリブ海のオランダ領で条約が適用されることを宣言するよう何回か政府に求めてきた。別の諮問機関である国際問題諮問会議は2018年に「原則として、人権条約は、人権の普遍性ならびに国内政策と国際政策の一貫性への要請のために、オランダ王国の全領土に適用されるべきである」と述べている
。

2016年、保健福祉スポーツ省は、カリブ海のオランダ領での条約の実施にとって、どのような法律、政策、実践上のギャップがあるかに関する調査を委託した
。この調査によると、現在、重度の障害のある人の公共空間、仕事、避難所、住宅へのアクセシビリティに問題があることが明らかになっている。この報告に対する政府の包括的な対応はまだ公表されていない。良いニュースは、3つの島の当局が、障害のある人の状況を実際に改善するための行動計画を策定したことである。

推奨する事前質問事項案
カリブ海地域のオランダ領に条約を適用できるようにするために、どのような取り組みをしてきましたか？またその適用時期は？
5.
地方レベルでの CRPD

5.1.
一般

2015年、オランダの社会支援サービスは地方分権化され、市町村に移管された。CRPDの批准に伴い、青少年法、社会支援法、参加法では、CRPDの実施のための定期的な計画を策定する義務が市町村に課せられた。多くの市町村では、この計画を「地方インクルージョン・アジェンダ（Local Inclusion Agenda）」と呼んでいる。インクルージョンとアクセシビリティの分野で具体的な成果を挙げるべく市町村を支援するために、政府とオランダ市町村協会（VNG）は、25の「先駆市町村」 のプログラムを開始した。これらの市町村は、地元の障害者団体と協議の上、独自の優先事項を選択することができる
。先駆市町村は、障害者団体のネットワークであるCRPD同盟と協議して選ばれた。オランダ人権機関は、この取り組みへの参加に市町村が示した関心を歓迎する。オランダのすべての市町村がCRPDの実施に注力することを期待している。

5.2.
支援サービス

市町村は、2015年社会支援法を実施することが義務付けられている。この法律を実施するにあたり、地域の状況に対応することを意図して、市町村は幅広い裁量権を持っている。各市町村は、その予算から支援サービスに資金を配分する責任を負っている。市町村は、例えば、利用できる地域サービスについて、独自の政策を行う。また、移動装置などの機器や、自立した生活を支援するその他のサービスを提供する関係者との間で、異なる取り決めを行うこともできる。こうして市町村による違いが生じる。ある市町村では特定の個別支援サービスの要請が認められ、他の市町村では異なる判断をすることもある。このような違いが、実際には問題となる。
第一に、一部の市町村では、障害のある人に対して他の市町村より多くの、より良いサービスを提供している。オランダの法律やCRPDの基準の下では、違いは正当化できる。しかし、多くの場合、監視政策や支援サービスの質が不十分である。

またいくつかの市町村では、支援サービスの質を監視するための手段を設定していない
。
第二に、支援申請に対応する職員が、障害のある人に関する必要なスキルや専門知識を必ずしも持っているとは限らないことが懸念される
。職員の専門知識の有無も、市町村間の違いが生じる理由の一つである。

第三に、障害のある人が別の市町村に移動するとき、彼らは異なる規則や規定に直面する可能性がある。障害のある人は、サービスや支援を再申請する必要があり、申請が処理されるまで長い期間を要することがよくある。また、彼らはいつも異なるタイプの支援や機器が提供される。
推奨する事前質問事項案
障害者支援サービスの地方分権のマイナスの副作用に対抗するため政府はどんな対策を講じますか。
6.
一般的な義務（第4条）
政府は、障害のある人や実施の役割を持つ団体と協議して、実施プログラムを設定している。このプログラムでは、計画された活動の目標と行程表が設定されている。これは、政府がCRPDの実施に真剣に取り組み、障害のある人の権利の促進、保護、確保に力を入れていることを示している。最初の締約国報告では、CRPDの実施に向けた中央レベルの政府と地方レベルの市町村の役割について言及されているが、CRPDにおける、地域レベルにあたる州の役割については言及されていない。例えば、レクリエーション地区のアクセシビリティや地域交通は州の役割である。

推奨する事前質問事項案
政府は、州レベルでの障害のある人の権利の実現をどのように保証していますか。
州はCRPDを遵守するためにどのような行動をとってきましたか？

7.
平等と無差別（第 5 条）
障害のある人の平等待遇に関する法律が存在するにもかかわらず、多くの障害のある人がいまだに仕事、教育、物品やサービスの提供の分野で差別を経験している。2017年にオランダ人権機関は、差別に関する個人の苦情についての161件の見解を発表した。この見解の30％は、障害や慢性疾患を理由とした差別に関するものだった。オランダ人権機関と地方および地域の差別禁止機関の両方とも、障害のある人の不平等な扱いの事例が増加していると報告している（別紙2参照）。その理由の一つは、オランダの「障害または慢性疾患を理由とする平等な待遇に関する法律」に物品・サービスが追加されたことであると考えられる。個々の事例から、障害のある人が経験する差別の種類について洞察ができる。しかし、差別のより制度的な形態に関するデータは収集されていない。
2017年には、内務・王国関係省は、既存の反差別キャンペーン「差別を削減！」
に障害のある人の差別を追加した。とりわけそれは合理的配慮と一般的なアクセシビリティを提供する必要性を強調している。

8.
障害のある女性（第6条）
政府の報告は、女性一般の地位を向上させるためのオランダの政策に言及している。それは、「障害のある人の権利に関連した男女平等に関する具体的な政策は（現在）ない」ことを認めている
。　
政府は、報告でも、批准書の説明でも、障害のある女性と女子の地位向上とエンパワーメントを目的とした政策を策定する計画には何も言及していない
。 

これまでのところ、障害のある女性の状況や、障害のある女性が条約に基づくすべての権利をどの程度十分に享受できているかについてのデータは不十分である。オランダ人権機関は、実施プログラムの採択を歓迎する一方で、政府が障害のある女性の地位を議題に据える機会を捉えていないことを遺憾に思う。条約の実施に関与するすべての協力者（政府・非政府を問わず）が、必要な時に自分たちの特定の状況を考慮にいれることは自明とはいえない。そのため政府による舵取りと監視が必要である。
推奨する事前質問事項案
政府のすべての部門の政策と実践が、障害のある女性と女子の人権を条約のすべての分野で促進し、保護し、実現するための条約の義務を遵守していることを保証するために、政府はどのような措置をとりますか？
9.
障害のある子ども（第7条）
政府は、青少年法の下で市町村は、適切でタイムリーなサービスを提供する敷居の低い青少年ケアを保証するべきである、と報告している。しかし、子どもたちのための青少年ケアを得るためには、多くの場合、親の努力が必要である
。受付まで数ヶ月かかり、さらに治療開始まで数ヶ月かかることもある。若いクライエントは、ケアの質が必ずしも保証されているとは限らないと報告している。さらに、ケアの利用可能性と予算が減少している。障害のある子どもは他の子どもより多くのケアを必要とすることが多いため、これらの問題を解決することが不可欠である。
推奨する事前質問事項案
ケアの問題を抱える子どもたちがタイムリーで適切なケアを受けることを政府はどのように保証しますか。
それはどのように監視されますか？
現在、青少年法の下での青少年のケアは18歳で終了する。この年齢以降は他のケア法が適用される。障害のある一部の人、特に知的障害のある人にとって、これは問題となることがある。彼らはしばしば、住宅、収入、健康保険などの問題に関して特別な支援を必要とする。政府は、青少年のケアを21歳まで延長するよう提案されてきた
。
保健・福祉・スポーツ省と司法・安全保障省は、青少年のための行動プログラム「青少年ケア」を立ち上げた
。とりわけそれは、脆弱な若者が18歳になったときのケアとサポートのよりよい指導と継続を目的としている。

推奨する事前質問事項案
政府は、障害のある子どもたちに対する「行動プログラム・青少年ケア」の効果をどのように測定しますか？
10.
意識の向上（第8条）
オランダ人権機関は、政府が実施プログラムにおいて意識向上を優先していることを評価する。第5条に記載されているように、内務・王国関係省は「差別を削減！」
キャンペーンを開始した。「障害とともに参加」
はこのキャンペーンの一環である。保健・福祉・スポーツ省はまた、啓発活動を行っているいくつかの団体に財政支援を行っている。

11.
アクセシビリティ（第9条）
この条約の批准に伴い、オランダの障害または慢性疾患を理由とした平等な待遇に関する法律が改正され、物品やサービスの提供者は、一般的なアクセシビリティを段階的に実現することが義務づけられた。この義務には、最善の努力が求められている。
建物
最初の報告で政府は、建築物のアクセシビリティに関するいくつかの法律に言及している。しかし、公共・民間建築物に関する義務的なアクセシビリティ基準の範囲は狭い。2012年建築政令は、建築物の建設を規制しており、アクセシビリティの規則を含んでいる。これらの規則は、床面積と機能に応じて特定の新しい建物にのみ適用される。例えば、特定の高層建築物と大規模住宅のみがアクセシビリティ要件の対象となっている。

2012年建築政令は、地上階に独自の玄関を持つ低層または平屋の住宅には適用されない。CRPDの第9条を遵守するためには、2012年建築政令および2021年1月1日に施行される環境・計画法
で提案されているアクセシビリティの規範や基準も、そのような建物に適用されなければならない。またこれらは、例えば照明や標識など、視覚障害のある人のための建物のアクセシビリティを規制しなければならない。

2018年1月、内務・王国関係省は、一般に開放されている住宅や建物のアクセシビリティを向上させるための建築分野の行動計画を発表した
。この計画には、建築業者向けのアクセシビリティ指針の策定など、この分野のアクセシビリティを向上させるための多くの具体的な施策と時期が盛り込まれている。設計者、開発者、建築施工者、障害のある人を代表する団体が関与している。この指針は義務化されてはいないが、このプロセスに関連する利害関係者を含めているので（実現の）見込みがある。

推奨する事前質問事項案
政府は、アクセシビリティ指針の遵守を促進し、監視するためにどのような措置をとりますか。
政府は、建設業者のためのアクセシビリティ指針を既存・今後の法律に盛り込みますか？
公共交通機関
政府は、公共交通機関のアクセシビリティを向上させるために多くの措置を講じてきたと報告している。しかし、障害のある人々はまだ障壁に遭遇している。これは、ろう者、盲ろう者、難聴者、身体障害者、視覚障害者に特に当てはまる。すべての鉄道駅は視覚障害のある人にアクセシブルになっているが、他の障害のある人がアクセシビリティの問題に遭遇するケースもある。車椅子の人はバスの移動で困難に遭遇することが調査で明らかになっている
。このため、政府は2018年に、アクセシブルなバスや路面電車の停留所の数を増やすよう交通機関に義務付ける。そのために、公共交通アクセシビリティ条例と公共交通アクセシビリティ規則
を改正する。これらは、公共交通機関を漸進的に100％アクセシブルにする義務に貢献する積極的な措置である。

ウェブサイトのアクセシビリティ
インターネット関連サービスへの依存度が高まる中、ウェブサイトやアプリ、関連技術のアクセシビリティは重要な課題となっている。すべての公共部門のウェブサイトへの国際WCAG基準の適用ならびに関連するEU規則の実施が義務化された。2015年に実施された市町村の公共ウェブサイトの調査では、その大半がアクセシビリティ基準を満たしていないことが明らかになった
。報告が公表された後、多くの市町村がウェブサイトを改良した。

調査によると、商品やサービスを提供する民間企業のウェブサイトは、障害のある人にとって必ずしもアクセシビリティが確保されているとは限らない。デジタル・アクセシビリティは、これらのプロバイダーの多くにとって未知の言葉である。特に視覚障害のある人は、オンラインで商品を購入する際に問題に遭遇する。2016年と比較してもこの状況は改善されていない
。また、医療分野のウェブサイトも必ずしも常にアクセスできるわけではない
。保健福祉スポーツ省は、医療分野のデジタルアクセシビリティの向上に取り組むと発表している
。
推奨する事前質問事項案
政府は、民間団体のウェブサイトやモバイルアプリ（アプリ）を障害のある人にとってアクセシブルにするために、どのような取り組みを行いますか。
政府は医療部門のデジタルアクセシビリティの向上のためにどんな対策を講じましたか。
12.
生命の権利（第10条）
オランダ人権機関は、本報告では、生命の権利に関連して、特に注意を払う必要がある問題は見つけていない。
13.
危険な状況と人道的緊急事態（第11条）
緊急番号の利用しやすさ
政府は、現在、全国の緊急電話番号112が、ろう者、盲ろう者や難聴者にとって十分に利用できるものではないことに気づいた。緊急時のための一般に利用可能なソフトウェアアプリが開発され、テキストサービスと全変換ソフトウェアにより、ろう者、盲ろう者や難聴者にとって112番が利用しやすくなった。しかし、オランダ人権機関は、112の電話オペレーターとのコミュニケーションに必要な手話通訳者が、特定の時間帯にしか利用できないことを懸念している。平日は午前7時から午後8時の間、休日と週末は1日6時間しか利用できない
。政府は、週末と休日の手話通訳者の利用可能時間を1日6時間から1日13時間に延長することを約束している
。

推奨する事前質問事項案
ろう者、盲ろう者、難聴者が救急サービスにアクセスできる可能性について、現状はどうなっていますか。
大規模な公共イベントでの安全性
フェスティバルやその他の大規模な公共イベントの火災安全ルールの障害のある人への適用については、いくつかの懸念があった。2018年には、フェスティバルの火災安全の最低基準を定めた国の法律が施行された
。オランダ人権機関は、これらの規則が障害のある人の存在を十分に考慮していないことに留意している；例えば、防火帯や非常口の最小幅は車椅子には狭すぎる
。

CRPD第4条（3）で必要とされているにもかかわらず、規則を作成する前に障害のある人との協議が行われていない。
推奨する事前質問事項案
火災安全規則が障害のある人を考慮したものになるように、政府は何をしますか。
政府は、一般的な安全規則の起草と評価に障害のある人が含まれることをどう確保しますか。
公共建築物の安全性について
公共の建物には、視覚的な警報システムが設置されていないことがよくある。これは、ろう者、盲ろう者、難聴者にとっては、警報が鳴っても聞こえないため、危険な状況になる可能性がある。
推奨する事前質問事項案
政府はどのようにしてすべての公共建築物に視覚警報装置を設置するようにしますか。
14.
法の下での平等な認識（第12条）
オランダでは、成年後見には、保佐人制度（curatele）、行政保護（bewindvoering）、メンター（mentorschap）の3つのタイプがある。これらの措置は民法に規定されており、結果的に法的能力の喪失または制限を受けることになる。2015年の質的要件政令
では、可能であれば、後見人は個人の自立を促進すべきであると規定されている。

2014年に改正された後見法では、必要性がなくなった場合や継続しても役に立たなくなった場合には、すべての保護処分を取り下げることが定められている。これにより、保護措置の取下げが増加している
。オランダの裁判所は、後見措置を課す権限の下で、最も制約の少ない措置を適用する傾向がある。2014年以降、保佐人制度とメンター制度の数は一定のようであるが、行政保護の数は増加している。2016 年の後見措置の総数は 326,100 件である
。

後見を申請するよう圧力をかけられるケースもある。そうしないと介護施設や賃貸住宅、銀行ローンや住宅ローンを利用できないためである
。専門家によると、オランダの成年後見法は、条約第12条に規定されている支援による意思決定の原則とは相容れないという
。

推奨する事前質問事項案
成年後見制度を条約第12条に適合させるため、政府はどのような措置を講じますか。

15.
司法へのアクセス（第13条）
オランダ人権機関は、刑事手続における障害のある人の立場を憂慮している。2014年から刑事訴訟法の改正が行われている
。2018年、オランダ人権機関は、刑事手続における障害のある人の権利について法務・安全保障大臣に助言を行った。それは、新しい法律の一部が障害のある人に関係しているため、同法の再検討に障害のある人を関与させる必要性を強調した。彼らはまた、裁判所の建物のアクセシビリティの評価と改善に直接関与する必要がある
。

障害のある人が効果的に刑事裁判に参加できるようにするために、彼らの障害が認識されていることが重要である。これは、知的障害のある人に関して、困難な場合がある。これが確立されておらず、関係者がそれに応じて取り扱われない場合、特に子どもに関係する場合は、彼らの立場が不利になる可能性がある。
刑事手続における障害のある人とのコミュニケーションは、より簡単な言葉を使用したり、映画、アイコン、手話言語や点字などのコミュニケーションの特定の手段を使用することによって修正する必要がある。障害のある人が援助を希望する場合には、障害のある人が自ら選択した者からその援助を受けることができるようにすべきである。
政府は、CRPD委員会への最初の報告の中で、知的障害のある人を含む障害のある人の司法へのアクセシビリティを改善するために何が行われてきたかを説明している。しかし、知的障害があることがどのような方法で認められているのかは不明のままである。

推奨する事前質問事項案
政府は、刑事手続の早期に（知的）障害のある人を特定するために、どのような措置を講じてきましたか。
16.
身体の自由と安全（第14条）
非自発的入院
非自発的入院の法的根拠は、精神科病院法
にある。2020年には、この法律は、強制的な精神科医療（ヘルスケア）に関する法律
と、老年期精神疾患および精神障害のある人の介護および非自発的治療に関する法律
に置き換えられる予定である。これらの法律の目的の一つは、強制介護や非自発的治療を受けている人の法的保護を強化することである。

2004年には、地域治療（ヘルスケア）指示書が導入され、通院治療（ヘルスケア）の条件を満たす場合には、非自発的入院を回避することが可能となった。その目的は（精神科）施設入院数の減少であった。
この意図にもかかわらず、非自発的入院数は年々増加している
。この傾向の根本的な原因は明確ではないが、非自発的ケアを専門とする精神科医や研究者によると、いくつかの要因が関与している可能性がある。入院期間が短くなり、一部の患者があまりにも早く家に帰され、再発の可能性が高くなっている。さらに、外来診療では心理社会的な障害のある患者が増加し、専門的な支援が十分に受けられていない。社会的要因も関与している可能性がある：標準的でない行動や問題行動を示す人への社会の寛容性の低下、都市化、社会的孤立、およびその結果として対人関係が希薄になった脆弱なグループの周辺化。
CRPD第14条は、締約国に対し、障害のある人が不法または恣意的に自由を奪われないようにすることを義務づけている。施設ケアにおける非自発的な入院の増加という現在の傾向は、条約第14条の要求と矛盾していると思われる。2020 年に施行される予定の法律が、この傾向を覆すかどうかは不明である。

推奨する事前質問事項案
精神科施設への強制入院を減らすために、政府は何をしていますか、あるいは何をする予定ですか？
外来（非自発的）精神科医療（ヘルスケア）の質を向上させるために、政府は何をしますか？
政府は、心理社会的医療（ヘルスケア）の動向を監視し、非自発的入院数の増加原因を明らかにしますか？
在宅での非自発的治療
政府は、在宅での非自発的措置の使用を管理する政令を起草した
。オランダ人権機関は、これらの政令と強制精神医療（ヘルスケア）法に関する（法律上の）助言の中で、在宅での非自発的措置について懸念を表明した。在宅での身体拘束の使用は、患者の状況を悪化させ、非人道的または品位を傷つける処遇へとエスカレートすることを懸念している
。さらに、外来診療の監視をどのように行うのか問題提起した。

推奨する事前質問事項案
強制外来診療の適切な監視を保障するため、政府はどのような措置をとりますか？
17.
拷問又は残虐な、非人道的で品位を傷つける扱いや刑罰からの自由（第15条）
介護施設での患者の独房監禁 

独房監禁は、関係する患者の身体的または精神的健康に悪影響を及ぼす重大なリスクをもたらす極端な措置であり、拷問や虐待となる可能性がある。2002年以降、精神科ユニットは隔離の頻度と期間の両方を制限しようと試みている。2004年に精神科の代表機関
が、このような措置の使用を10％削減するという意図を発表した。2006年から2012年にかけて、保健福祉スポーツ省はこの目標の達成を支援するための追加資金を提供した。

医療（ヘルスケア）・青少年監査院は、入所施設ケアにおける不必要な自由の制限を監視している。2015年には、2011年の前回の監視と比較して、介護施設における独房監禁は減少しているが、改善のペースは介護施設によって大きく異なると結論づけている。患者が長期間隔離されている施設はまだある
。

推奨する事前質問事項案
現在独房監禁されている障害のある人の数と隔離の期間について、政府はデータを出すことができますか。
介護施設における独居監禁の削減を加速させるために、政府はどのような対策を講じてきましたか、またその効果はこれまでにどのようなものでしたか。
医療（ヘルスケア）施設におけるテーザー銃の使用について 

2017年2月1日から2018年2月1日まで、3地区の警察官が参加した試行で、警察の標準装備として放電武器（テザー）を使用することが試験的に実施された。2018年5月に最終評価が発表された
。試験期間中やその後のいくつかの事件では、政府がこれを禁止すべきだとする動議を国会が採択した後も
、医療（ヘルスケア）現場でもテーザーが警察官によって使用されていたことが明らかになった
。オランダ人権機関はこれらの事件を懸念している
。

推奨する事前質問事項案
政府は、どのようにして（精神）医療（ヘルスケア）機関でのテーザー銃の使用をなくしますか？
18.
搾取、暴力、虐待からの自由（第16条）
障害のある人に対する（性）暴力 

子どもを含む障害のある人に対するさまざまな形態の暴力についての包括的なデータはない
。しかし、2011年に行われた調査によると、障害のある人、特に知的障害のある女性は性的暴力の被害者になるリスクが高いことがわかっている
。この報告の出版以来、性暴力の防止と対策のために様々な措置が講じられてきた。にもかかわらず、専門家は、知的障害のある人に対する性暴力は大規模で深刻な問題であり、被害者が暴力について容易に口にしないために、ほとんど気付かれないままであると警告している。ろう者を代表する団体
は、性的暴力（および被害者への支援）に関する情報は、ろう者、盲ろう者、難聴者には利用できないと報告している。例えば、オランダ語手話では利用できない。
障害のある女性や女子に対する暴力
オランダ人権機関が委託した調査によると、中央政府や地方政府の政策立案者のレベルでは、ジェンダーと障害が交差することについての認識がほとんどないことがわかった
。暴力に対する政策措置のほとんどは、すべての人に適用される。家庭内暴力に関する最新の政府の政策文書では、障害のある女性に対する暴力は取り上げられていない
。

地方自治体は、集団のために開発された政策に基づくのではなく、個人に合わせた支援の概念に基づいて活動している。これは、障害のある女性の特定のニーズの理解の普及を妨げている。また、暴力から自由になる権利を保証するための対策の有効性についての洞察もない。利用可能な研修ツールや資料は、すべての種類の障害をカバーしているわけではなく、専門職の意識の欠如に対処するには不十分と思われる。

障害のある子どもに対する性暴力 

性的暴力の被害者となった子どもは、具体的な懸念の源である。性的暴力の被害児童は、特に被害者が少女である場合、閉鎖的な場所に入れられていることが多いことが分かっている
。閉鎖的な環境では、かなりの数の子どもに（軽度または中等度の）知的障害がある
。したがって、性的暴力の被害者である知的障害のある子ども、特に女子の多くは、閉鎖的な環境に置かれていると推測される。

知的障害のある人の搾取
軽度の知的障害のある人は、特に国内での人身売買や搾取の被害に遭いやすい。少女は少年よりも性的搾取（強制売春など）の被害者になることが多い
。政府や保護施設は現在、（国内の）人身売買や（軽度の）知的障害のある人の搾取の被害者に、より注意を払うようになっている
。現場の専門職は、軽度の知的障害のある人の数が増加していることに気づいている。これは意識の高まりによるものかもしれない。もう一つの要因は、彼らが独立して生活することが多く、その結果、搾取からの保護が少ないことだと言われている
。

推奨する事前質問事項案
政府は、私的な領域、施設や公共の領域における障害のある人に対する様々な形態の暴力について、必要なデータをすべて収集するために、どのような対策を講じますか。
様々な形態の暴力や搾取の被害者に対処する警察やその他の専門職が、障害のある人の人権を適切に保護し、仕事にジェンダー視点を適用するための必要な専門知識を確実に持てるようにするために、政府はどんな措置をとりますか？（CRPD第 16 条。第 6 条とも）。

政府は、CRPD 第 16 条 4で要求されているように、これらの形態の暴力の被害者が確実に回復し、補償されるために、どのような措置を講じますか。またCRPD第6条と併せて第16条5で要求されているように、これらの措置にジェンダーの視点を適用しますか。

19.
個人をそのままの状態で保護すること（第17条）
個人の完全性の保護に関する情報は、上記の第 14 条、第 15 条及び第 16 条に記載されている。オランダ人権機関は、このトピックに関する追加情報を持っていない。

20.
移動の自由及び国籍（第18条）
オランダ人権機関は、入国手続きに関して、オランダの亡命手続きは障害のある人にとって必ずしも適切なものではないことを指摘している
。亡命希望者センターのスペース不足と過密状態のため、適切なケアを提供できないことが多い。特に子どもたちは常にストレスにさらされており、それがすでに存在する状況を悪化させる可能性がある。これは条約第18条(1)を遵守していないことを示している可能性がある。ろう者のための団体による2015年の報告では、聴覚障害のある亡命申請者が、例えば、利用可能な手話通訳者が十分にいないため、亡命手続き中に問題を経験するという懸念が提起されている。これは、一般的に口頭での面接に大きく依存している亡命手続きで、彼らを不利な立場に置く可能性がある
。
2017年に法務大臣は、亡命センターが障害のある亡命希望者（のニーズ）に十分に適合していない場合、これらの人々は適切な施設を持つ亡命センターに移されるか、専門の医療（ヘルスケア）施設に回されると述べている
。

推奨する事前質問事項案
政府は、すべての亡命センターが障害のある亡命者にとってアクセスしやすく、障害のある亡命者に対応できるようにするために、どのような措置をとっていますか。
21.
自立して生活し、地域社会に組み込まれること（第19条）
障害のある人は、必ずしも他の人と同じように居住地を選択する機会があるとは限らない。これは、介護施設で生活している人だけでなく、それ以外の人にも言えることである。2016年には、軽度から中等度の知的障害のある人の41％、重度の心理社会的障害のある人の6％が希望する居住地を選択していなかった
。一部の市町村では、手頃な価格でアクセシブルな賃貸住宅が不足していることが、障害のある人の居住施設からの退去を妨げる要因の一つとなっており、自立して生活する権利の完全な実現の妨げとなっている
。実施プログラムでは、この問題が認識されている。プログラムには、状況を改善するための措置が盛り込まれている。
推奨する事前質問事項案
障害のある人のためのアクセス可能で手頃な価格の住宅の利用可能性を確保するために政府がとった措置の、これまでの成果は何ですか。
障害のある人の中には、十分な支援を受けて初めて自立した生活が可能になる人もいる。しかし、2015年社会支援法に基づく支援サービスは、必ずしも容易に利用できるものではないことが調査で明らかになっている
。市町村に支援を求める場合、障害のある人の中には、多くの異なる窓口、規則や規定、その他の形態の過剰な官僚主義の中で手続きを進めるのが難しいと感じる人もいる。市町村に支援を申請した人の4分の1が、これが非常に困難なプロセスだったと2016年の初めに報告している。このように、長くて複雑な申請手続きは、自立した生活を送るために支援やサービスを必要とする人にとって深刻な障壁となっている。特に、知的障害や心理社会的障害のある人にとっては、その傾向が強い
。
政府が最初の報告で正しく指摘しているように、民営の利用者支援は、社会的ケアの利用を容易にする上で 重要な役割を果たすことができる。結局のところ、利用者支援の目的は、申請プロセスに関する情報や助言で当事者を手助けすることである。しかし、多くの人は、彼らが無料でそのような支援を受ける権利を持っているという事実にまだ気づいていない
。

推奨する事前質問事項案
政府は、民営の利用者支援について障害のある人の認知度を高めるために、市町村にどのような働きかけをしていますか。
22.
個人の移動（第20条）
対象者輸送 

公共交通機関が100％利用可能でない限りは、個人の移動を保証するためには対象グループの輸送が必要である。一般的に市町村が委託して費用を負担している対象者輸送は、必ずしも必要な基準を満たしているとは限らない。障害のある人は、この種の交通機関が必ずしも時間通りに到着しないことを経験しており、その結果、学校、職場、または約束に大幅に遅刻する。

もう一つの具体的な問題は、障害のある子どもが通学を希望する学校への送迎を拒否している市町村があることである。市町村は、子どもの居住地に最も近い学校への送迎のみを提供している
。条約第20条を遵守するために、市町村は、例えば、対象者輸送に関する入札の基準として、質と障害のある人の参加を用いることで、障害のある人の権利を考慮した交通システムを構築すべきである。
推奨する事前質問事項案
対象者輸送の改善に向けて、政府はどのような施策を行っていますか。
近隣バス
オランダの一部の農村部では、公共交通機関はボランティアによって運営されている近隣バスに取って代わられている。これらのバスは、車椅子の人は利用できない。そのため、車いすの人は対象者輸送の交通機関を利用しなければならない。その結果、近隣バスを平等に利用することができなくなっている。CRPD第20条(a)は、締約国は、障害のある人の個人的な移動を選択した方法で促進すべきであると述べている
。

推奨する事前質問事項案
車椅子の人が近隣バスを利用できるよう、政府はどのような措置をとりますか。
デジタル化
社会のデジタル化の結果、特定のサービスや情報のためにオンライン接続が必要になることがある。これは、一部の障害のある人にとって問題となり得る。例えば、いくつかのウェブサイトは、知的障害のある人にとって複雑すぎる。または、視覚障害のある人にはアクセスできない。代替手段がない場合、これらの人は、情報を見つけたり、様式に記入したり、オンラインで支払ったりするのに、他人に頼らざるを得ない。したがって、サービス窓口、電話、または郵便での連絡などの代替手段があることが重要である
。
推奨する事前質問事項案
インターネットにアクセスできない障害のある人のための代替手段を確保するために、政府はどのような措置をとりましたか。
23.
表現・意見の自由、情報へのアクセス（第２１条）
オランダ手話言語
オランダ手話言語はオランダでは公用語として認められていない。手話言語に依存している人は、情報へのアクセスの問題に遭遇している。2016年、オランダ手話言語の認知に関する国会法案が国会第二院に提出された
。現在まで、この法案は採択されていない。

テレビ番組
2018年2月、オランダ公共放送局は、一部のテレビ番組を音声解説付きで放送する実験を継続すると発表した
。これは前向きな進展である。とはいえ、オランダ人権機関は、視覚障害のある人がアクセス可能な形式のテレビ番組の範囲が限られていることや、公共放送局がまだこのサービスを組織としては提供していないことを懸念している。さらに、オランダには現在、音声解説に関する法律がない。さらに手話言語通訳や字幕付きの番組の数は限られている。これはろう者や難聴者の情報へのアクセスに否定的影響を与える。

推奨する事前質問事項案
視覚障害のある人とろう者、難聴者が、アクセシブルな様式のテレビ番組を平等に視聴できるようにするために、政府はどのような（立法）措置をとりますか。
24.
プライバシーの尊重（第 22 条）
医療上の資料 

市町村、保険会社、労働安全衛生機関は、定期的に利用者に医療ファイルのコピーの提供を要求している
。これは特に障害のある人に影響を与える。人々は、そうしないと福祉や保険給付を受けられなくなることを恐れるため、通常は協力している。医療情報を他人に提供することは、患者がインフォームドコンセントを与えた場合にのみ許可される。患者がこの情報を提供するように圧力をかけられていた場合は、インフォームドコンセントとは見なせない。医療情報が必要な場合、団体はどのような情報が不可欠なのかを明確にしなければならない。多くの場合、医療ファイル全体を求めることは不釣り合いである。
推奨する事前質問事項案
政府は、障害のある人が不必要に団体や市町村に医療ファイルを渡すように圧力をかけられないようにするために何をしていますか？
医療（ヘルスケア）施設のカメラについて
医療（ヘルスケア）施設では、夜間に利用者を見守るためにカメラやマイクを使用するケースが増えている
。条約の第22条によると、障害のある人は、そのプライバシー、家族、家庭に対する恣意的または不法な干渉を受けるべきではないとされている。インフォームドコンセントなしにカメラやマイクを使用することは、クライアントのプライバシーを侵害する。これは客観的な正当性があり、その措置が必要かつ適切な程度である場合にのみ認められる。

推奨する事前質問事項案
カメラやマイクを利用する際に、政府はどのように医療（ヘルスケア）施設における利用者のプライバシーを保障していますか。
25.
家庭と家族の尊重（第23条）
オランダの法律では、障害のある人の生殖に関する権利が認められている。政府が開始した責任ある子育てと生殖に関する権利のための措置には法律、支援、情報が含まれている
。これらの措置は、家庭を築く権利と子どもの最善の利益との間の緊張関係に対応することを目的としている
。 

強制避妊は選択肢にはないが、知的障害のある人は避妊方法を利用できるように支援されており、（医学的・社会的）専門職が彼らの状況を「子育てには十分ではない」と評価した場合には、家庭を築かないよう奨励される
。オランダ人権機関は、これらの介入の頻度や、男女間での適用についての情報を持っていない。

推奨する事前質問事項案
政府は、家庭を築きたいと願う障害のある人への避妊と支援に関連した介入の頻度と種類に関する情報を提供できますか？
26.
教育（第 24 条）
機会均等 

データは、教育に関して障害のある人とない人の間に違いがあることを示している。
- 2016年には、知的障害のある子どもの9％が卒業証書(diploma)
を取得せずに主流の学校を退学した（一般的な就学人口の2％に対し）。

- 慢性疾患や長期の心理社会的障害のある子どもの場合、この割合は4％であった。

- 2016年には、知的障害のある5歳から15歳までの子どもの8％が学校に登録されていなかった（一般人口の1％に対し）
。 

これらの違いの原因は明らかではない。説明としては、主流の学校が障害のある子どもの受け入れに批判的であることや、親が子どもを特別教育学校に通わせたいとしていることなどが考えられる。障害のある子どもが学校を退学する理由としては、学校が障害のある子どもに十分な支援や配慮を提供できていないことが考えられる。
推奨する事前質問事項案
政府は、障害のある子どもたちが卒業証書を取得せずに学校を中途退学することを防ぐために、どのような対策をとっていますか？
政府は、医療（ヘルス）ケア施設で障害のある子どもの教育権をどのように確保していますか。
インクルーシブ教育 

2016年、オランダでは96％の子どもたちが主流の小学校に登録され、4％が特別な小学校に登録されていた。知的障害のある子どもの多くが特別な学校に通っていた（このグループの67％）。慢性疾患や長期の心理社会的障害のある子どもたちも、常時特別な学校に通っていた（このグループの17％）。

2016年には、オランダの子どもたちの84％が主流の中等教育学校に登録され、16％が特別な中等教育学校に通っていた。知的障害のある子どもの86％が特別な中等教育学校に通い、慢性疾患や長期の心理社会的障害のある子どもの32％が特別な中等教育学校に通っていた
。 

現行の適合教育法
とオランダの「障害または慢性疾患を理由とする平等な待遇に関する法律」
は、インクルーシブ教育を実現するために設計されたものではない。主流の学校では、障害のある子どもたちを受け入れるための設備が整っていないことが多いため、障害のある子どもたちは定期的に別の特別な学校に通うことになる。主流の学校が障害の有無にかかわらず子どもたちを教育するように設計されていれば、このようなことは必要ない。
政府は、よりインクルーシブな教育について、教育分野での対話を開始すると発表した
。 また、特別（支援学）校と主流（学）校が協力して、障害のある子どもとない子どものための統合教育の実験も行うとしている。これらは、インクルーシブ教育を導入するきっかけにもなるので、良い取り組みだと思われる。

推奨する事前質問事項案
インクルーシブ教育に関する対話と実験の成果は何ですか。また、インクルーシブ教育を実現するための次のステップは何ですか。
27.
健康（第25条 ）
医療（ヘルス）ケアへのアクセス
心理社会的状態で治療を必要とする人は、タイムリーなケアを受けられないことが多い。この種のケアの待機者リストは、設定された基準を超えている。初診の基準はケアの申請から4週間以内となっているが
、地域によっては、治療やケアを受けるまでに半年も待たなければならないところもある。これは、仕事を失ったり、借金をしたり、さらに悪化したりするなど、深刻な影響を及ぼす可能性がある。待機者リストを減らすために、いくつかの対策が取られている。オランダ保健当局の報告によると、ある程度の進展は見られているが、待機者リストを減らすためには、さらに多くのことを行う必要があるとされている
。
推奨する事前質問事項案
心理社会的ケアの待機者数が設定された基準を超えないようにするために、政府はどのような措置をとりましたか。
在宅生活を送る心理社会的障害のある人の医療（ヘルス）ケア
政府の政策は、心理社会的障害のあるより多くの人がケア施設ではなく自宅で生活することを目的としている。このような人たちには、通院医療（外来でヘルスケア）を受ける権利が与えられている。しかし、外来での精神科医療（ヘルスケア）の利用可能性は遅れており、在宅で生活している慢性的な心理社会的障害のある人が必要なケアを受けていないことが調査で明らかになっている
。
推奨する事前質問事項案
在宅で生活する心理社会的障害のある人が必要な医療（ヘルスケア）を受けられるようにするために、政府はどのような施策を講じてきましたか。
目に見えない障害のある人
医療（ヘルスケア）施設やサービスは、必ずしも障害のある人に十分に対応しているわけではない。通常、これは知識不足に関係している。これは特に、軽度の知的障害、自閉症、または非先天性の脳障害など、目に見えない障害に当てはまる。例えば標準的でない行動をとる人は、上述の見えない障害の一つであっても、心理社会的な問題を抱えていると捉えられることが多い
。
推奨する事前質問事項案
政府は、医療従事者が目に見えない障害のある人に関して十分な知識と技術を身につけることに関してどのように見ていますか。
28.
ハビリテーション及びリハビリテーション（第２６条）
オランダ人権機関は、本報告において、ハビリテーションとリハビリテーションを受ける権利に関連して、特に注意を払う必要がある問題を発見していない。
29.
労働と雇用（第27条 ）
就業率
2015年に参加法が導入された後、政府や他の関係者（雇用主団体、被用者保険庁、市町村の雇用機関）は、障害のある人を通常の労働市場に含めるために、多くの政策や法律を策定してきた。こうした努力にもかかわらず、2012年以降、労働市場における障害のある人の参加率は上昇していない
。以前は保護作業所で就労していた人にとって、（一般労働市場で）職を見つける機会は 50％から 30％にまで減少している
。

雇用主、労働組合、政府間のいわゆる「社会協定2013」の成果として、多くの支援策が導入された。ここには賃金コスト助成金、12万5,000人の雇用創出に向けた合意、割当雇用制度（雇用率制度）の導入などが含まれる。これらの措置は部分的には成功している。協定締結後の最初の数年間は、民間事業主がその予定割合以上の雇用を創出したのに対し、雇用主である国自身は目標を達成できなかった
。しかし、有給労働に就いている障害のある人の割合は、一般労働力人口に比べて低いままである。2016年には、一般労働力人口の28％が有給労働をしていなかった。障害のある人については、慢性疾患のある人で47％、身体障害のある人で64％、重度の心理社会的障害のある人で78％と、この割合が大幅に高くなっている
。

障害のある人に対する支援策は、しばしば複雑で官僚的なものであり、一部の雇用主が障害のある人を採用することを躊躇している
。
政府や多くの関係者は、現在の施策が成功していないと認めている。2018年9月、政府は労働参加率の向上を目的として、既存の規定の改正と新たな措置の導入を発表した
。

推奨する事前質問事項案
政府は障害のある人の労働参加率を高めるためにどのような措置を講じてきましたか、また、その効果はどのようなものですか。
30.
相当な生活水準と社会的保護（第28条）
貧困
オランダの貧困に関する公式統計は、オランダ統計局（CBS）と社会文化計画局（SCP）によって収集・報告されている。2017年の数字を含む貧困と社会的排斥に関する前回の報告では、障害のある人の貧困率に関する具体的なデータはなかった
。一般的に、障害のある人は、労働、十分な水準の健康、住居、教育の権利を実現するための問題を抱えている
。そのため、障害のある人は障害のために貧困に陥るリスクが高い。具体的には、障害のある人は比較的低い就業率のために社会福祉や社会保障に依存しており、障害のない人よりも社会的住宅に依存している。このように、社会福祉の削減、社会住宅や医療の予算削減は、他の人よりも障害のある人に影響を与える。
また、特定のグループ、特に障害のある若者の収入は、パートナーと同居したり、仕事を始めたりすると著しく悪化することが研究で明らかになっている
。また、これらのグループにとっては、手頃な価格の適切な住宅を見つけることが困難になっている。

借金と障害
誰にとっても借金は、健康や仕事に重大な問題をもたらす。借金は、特に障害のある人にとって大きな問題である。(医療)（ヘルス）ケアに関連するコストの増加と補償の削減は、障害のある人が借金をする可能性を高めている
。 

とくに問題なのは、問題のある借金が軽度の知的障害のある人に比較的頻繁に発生することである。研究によると、彼らが受けている支援は不十分である
。彼らを支援する専門職は、障害を十分に認識しておらず、障害がこのグループの行動に与える影響についての知識が少なすぎる。このグループは、問題を解決し、さらなる悪化を防ぐ能力がないことが多いため、余計に影響を受ける。政策は主に自立に焦点が当てられており、継続的な支援には当てられていない。これは個人にマイナスの影響を与えている。

ホームレス
オランダではホームレスが急増している
。オランダのホームレスに関する調査によると、ホームレスの多くは重度の心理社会的障害を抱えており、ほぼすべてが多分野にわたるケアへの特別なニーズを持っていることがわかっている
。ホームレスの多くは条約の領域に該当する。

ホームレスの予防と支援、施設を出た後のケアが不十分であると指摘する報告がある
。 また適切な住居の欠如は、このグループにとって特に問題があると結論づけている。

推奨する事前質問事項案
政府は、障害のある人の貧困率に関する具体的なデータを収集するつもりですか？
政府は、障害のある人の貧困、支払える程度の（医療）（ヘルス）ケアの負担、借金、ホームレスに対処するために、どのような対策を講じますか。
31.
政治・公的活動への参加（第２９条）
2017年と2018年に、オランダ人権機関は総選挙（2017年）と市町村選挙（2018年）の選挙プロセスのアクセシビリティに関する調査を実施した。その結果、選挙は視覚障害のある人や知的障害のある人にとって十分にアクセシビリティが確保されていないことが明らかになった。視覚障害のある人は、投票ブースへのアクセスや投票用紙の使用に問題があった。知的障害のある人は、政党からの情報を含む投票プロセスがわかりにくいと不満を抱いていた。その他の苦情は、投票所の物理的なアクセシビリティに関するものであった。

選挙法では、感覚機能障害を含む身体障害のある人にのみ支援が認められている。他の種類の障害のある人は支援を受ける権利がない
。オランダ人権機関の調査では、選挙委員の中には身体障害のある人への援助を認めていない委員もいることが示された。

また知的障害のある人の中には、投票ブースでの支援があれば助かると述べた人もいた。
政府は、知的障害のある人の投票ブースでの支援の問題を取り上げている。投票の秘密を維持する要件と支援の必要性について、障害のある人の利害関係者を含む関係者との対話が行われている。オランダ人権機関は、すべての投票所を身体障害のある人にとってアクセス可能にするための法改正が2019年1月1日に発効することに満足している。現時点では、すべての投票所の25％がアクセシブルということになっている
。　
推奨する事前質問事項案
条約で求められている、障害のある人が選んだ人による投票所での本人のための支援、に関する現状はどうなっていますか。
32.
文化的生活、レクリエーション、余暇、スポーツへの参加（第30条）
オランダ人権機関は、いくつかの取り組みにより、博物館は障害のある人にとってますますアクセスしやすくなっていると認識している
。 

しかし、劇場やイベントへのアクセス対応は遅れている。知的障害のある人がチケットを手に入れることができないケースもある。それは、彼らがアクセスできないウェブサイトでしか購入できないからである。また、文化分野でパフォーマーなどとして働く障害のある人の数は少ないようである。
政府の施策にもかかわらず、重度の身体障害のある人はスポーツ施設やナイトクラブを利用しないことが多い
。
これは、クラブやスポーツ施設へのアクセスが限られていることも一因と考えられる。2016年には、これらの施設のうち、重度の身体障害のある人が利用できない施設はそれぞれ62％と63％であった
。

推奨する事前質問事項案
政府は、レジャーやスポーツ施設が障害のある人に利用しやすくするために、どのような対策を講じてきましたか？
政府は、レクリエーションやレジャーへの（障害のある人の）権利を確保するためにどのような措置を講じましたか？
33.
統計とデータ収集（第31条）
オランダ人権機関は、（1）自立生活と地域社会へのインクルージョン、（2）教育、（3）労働と雇用に関する定量的な指標を開発した。オランダ人権機関が定量的指標の開発と測定を3条文に限定しているのは、主に利用できるデータの制限による。

指標の開発と測定には、統計とデータ収集に関する第31条に関連するいくつかの困難が伴う。特定の定量的指標によっては、必ずしもすべての障害のある人についてデータが利用できるわけではない。オランダ人権機関が頼りにしている既存のデータ収集は、主に国家統計局（CBS）とオランダ保健サービス研究所（NIVEL）による標準的な質問紙調査に基づいている。これらの調査では、重度の知的障害のある人や感覚障害のある人、施設に入所している人は除外されていることが多い。その結果、このグループの社会参加と、この問題における彼らの権利の保護は、大きな盲点となっている。重度の知的障害のある人や感覚障害のある人を研究に含めるためには、方法の修正が必要である。
2018年、国家統計局（CBS）は「一般福祉モニター」を開始した。この年次報告は、社会的、経済的、生態学的な観点からオランダ社会の一般福祉を監視することを目的とする。

不平等を測定するために、性、年齢、教育状況、移民状況別にデータを分類している。しかし、データは障害については分類されていない。
推奨する事前質問事項案
政府はどのように障害の種類や性別ごとに集計されるデータを収集する予定ですか？
政府は一般福祉モニター
に障害について分類されたデータを含めますか？

34.
国際協力（第32条）
開発協力プログラムは、障害のある人の権利を構造的には考慮していない。障害のある人を明確に対象グループの 1 つとしている助成施設が 1 つある
。この無償資金供与施設以外では、企画案募集には障害のある人の参加を確保するための基準がなく、また、障害のある人がどの程度参加しているかを測るための指標もない
。

また、政府開発援助予算のうち、障害者包摂プログラムに費やされている割合も示されていない。オランダ政府は、OECD-DAC の障害マーカーをまだ採用しておらず、持続可能な開発目標（SDGs）の監視において、障害のある人のインクルージョンの進捗状況を報告していない。援助と貿易に関する新しい政策「グローバルな見込みのある事業への投資」（Investing in Global Prospects）
では、障害のある人を含めることに明確に言及しているのは人道援助のみで、性と生殖の健康と権利のプログラム、食料安全、水、教育、雇用、貿易投資などの他の優先分野では言及していない。
障害インクルーシブな開発を確実にするためには、すべてのプログラムについて基準を策定し、障害に関する監視データを利用できるようにしなければならない
。
肯定的な情報として、緊急援助の新しい方針は、すべての介入において障害のある人のニーズに注意を払っている
。
推奨する事前質問事項案
政府は、すべての開発協力プログラムで、障害のある人の権利をどう考慮しますか？
これらのプログラムが障害のある人に与える影響はどのように監視されますか？
別紙1

解釈宣言に関するオランダ人権機関の見解
　（訳者注:オランダの7つの解釈宣言は以下の国連サイトに掲載されている。https://treaties.un.org/Pages/ViewDetails.aspx?src=TREATY&mtdsg_no=IV-15&chapter=4&clang=_en）
解釈宣言 

政府は合計7つの解釈宣言を行った（第10条、第12条、第14条、第15条、第23条、第25条、第29条に関して）。オランダ人権機関は、CRPD の第 14 条と第 23 条に関して行われた解釈宣言は、事実上、ありえない条件に関するものだと認識する。これについては、以下の第 14 条と第 23 条でより詳細に論じている。一般的なルールは、条件や解釈宣言を行う際には自制すべきであるというものである。オランダ人権機関は、提案された解釈宣言の必要性と正当性に疑問を呈している。以下を参照のこと。
第１０条 

CRPDに署名・批准した際、政府は「生命の権利」に関する解釈宣言を発表した。これに関連してオランダ人権機関は、子どもの権利条約第６条、市民的及び政治的権利に関する国際規約第６条を参照している。これらの条約は、この生命の権利がいつから始まるのかを特定することなく、生命の権利を含めている。オランダは、これらの条文に対して条件や解釈宣言は行っていない。CRPD は、この既存の権利をさらに定義しているので、解釈宣言は必要ない。ちなみに、本条は無差別条項に関するものである。この条項は、障害のある人が平等を基礎として生命の権利を享受できることを条件に、耐え難いほどの絶え間ない苦痛が存在する状況が生じた場合に、利益の均衡を図るための十分な余地を提供するものである。オランダ人権機関は、この解釈宣言がCRPDの具体的な解釈であると指摘している。さらに、この宣言は、条項の範囲が国内法に依存しており、法律的には問題がある。これに関連して、オランダ人権機関は、国務院が行った助言に言及した。その助言では、この宣言は但書であるとみなす余地があると述べている。

第12条 

第12条に関する一般的意見では、障害のある人が自ら意思決定を行うことができない場合には、支援を必要とするとしている。第12条の中心的な原則は、意思決定は障害のある人のために行われるべきではなく（代理による意思決定）、障害のある人自身が意思決定を行い、必要に応じて支援を受けるべきであるということである（支援された意思決定）。これは、知的障害や心理社会的障害のある人にも適用される。政府は解釈宣言を発表したが、その中で、CRPDは、適切な状況下で、法律に従って、意思決定の支援や代替的な取り決めが必要な場合、すなわち、最後の手段であり、一定の保護措置の対象となる場合には、本条はそれを認めていると解釈している。政府が提示した解釈は、第 12 条及びその一般的意見と一致していないように思われる。

第14条 

政府は、本条について解釈宣言を出している。そのような宣言は必要ない。CRPDは、単に障害の存在に基づく自由の剥奪について述べているからである。自由の剥奪は、その人が自分自身や周囲に及ぼす危険性に基づいて行われなければならないので、単なる障害の存在に基づくものではないことは明らかである。

第１５条 

政府は、本条に関する解釈宣言を行い、「同意」という用語は、臨床試験指令（2001/20/EC）などの他の国際的な文書や、それに一致する国内法に準拠して解釈されるとしている。オランダは、一方では治験対象者に十分な保護を提供することと、他方では脆弱な患者グループのための医学の発展と新しい治療法や診断法の開発との間のバランスを考慮して、本条の目的を検討している。この解釈宣言には、法的行為を行えない障害のある人が、同意を与えることができないままに医学的又は科学的実験の対象となることを規制が許してしまう危険性が含まれている
。 

第23条 

政府は、CRPDへの署名・批准の際に、子どもの利益に言及した第23条(1)(b)についての解釈宣言を行ったが、オランダ人権機関は、この宣言は不要であり、望ましくないとさえ考える。オランダ王国は、子どもの権利条約(CRC)を遵守する義務がある。CRC 第 3 条に基づき、子どもの利益は常に第一に考慮されなければならない。しかし、障害者権利条約第 23 条(1)(b)は、子どもに関係するものではなく、受胎していない子と障害のある人が子どもを持つことを望むことに関係している。第 23 条の残りの部分は、実際に子どもが関与する状況に関連しており、子どもの利益に明示的に言及している。オランダ人権機関は、第 23 条の適切な場所で子どもの利益が言及されているとの意見である。

　
さらに、オランダ人権機関は、この解釈宣言は CRPD の精神と趣旨に反するものであると考えている。というのは解釈制限が、（受胎していない）子の利益のために、第 23 条(1)(b)で規定されている権利の例外が認められることを示唆しているからである。その際、（無）責任な子育ては（知的）障害のあることと関連しており、（受胎していない）子どもの利益のための介入が正当化されることになる。オランダ人権機関は、これは障害のある人とない人を差別するものであり、CRPDに反しているとの立場である。

第25条

政府は、本条(a)項及び(f)項について解釈宣言を行った。(a)については、医学的根拠が援助の内容や範囲を決定する上で重要な役割を果たす可能性があることを理由としている。例として、責任ある子育てと希望する子の利益との関係での不妊治療技術の提供が挙げられている。例えば、体外受精(IVF)を行う場合には、成功の可能性を決定する医学的要因だけでなく、希望する子供の利益や親候補者の責任ある子育ての可能性が考慮される。政府は、このことは、障害がある場合には、ケアのための特定の申し出を妨げる可能性があることを意味すると述べている。オランダ人権機関は、ここでの障害のある親とない親の区別は、CRPD第5条に規定されている差別の禁止と矛盾すると認める。この解釈宣言はまた、CRPD第23条(1)に規定されている家庭生活の尊重にも反するものである。

第25条(f)は、国は、障害を理由とする保健、保健サービス、食品および飲料の差別的な拒否を防止しなければならないと規定している。政府は、この条項に関する解釈的宣言の理由として、当事者本人の希望が尊重されなければならないと規定している。この解釈宣言は不要である。(f)項は、障害のある人が第三者の決定によって介護を拒否されることから保護しようとするものである。障害のある人の希望と嗜好が尊重されなければならないという CRPD の一般原則に従うものである。解釈宣言は、これに何らの追補を与えていない。

また、(f)項に関してCRPDを承認した法の説明的覚書には、無意味な医療援助を提供しないことを決定しても違法な差別にはならず、医療上の理由で食品や水分の提供を中止することができると記載されている。これは、第(f)項に関する解釈宣言に追加されたものである。これに関連してオランダ人権機関は、CRPDが、この状況においても当事者の希望及び嗜好が尊重されなければならないと規定していることに留意している。

第29条

政府は、本条における「援助」とは、身体的な障害により必要とされる援助を除き、投票ブースの外でのみ行われる援助と解釈することを宣言している。CRPDでは、本人自身の選んだ者によって投票ブース内での介助が認められなければならないとしている。このため、宣言は取り消され、選挙法が改正されなければならない。

別紙2

障害や慢性疾患を理由とした差別についての苦情
2016年7月以降、オランダでは障害や慢性疾患に基づく差別の苦情報告が著しく多く増えている。しかし、オランダ人権機関が2014年からすでに障害関連の苦情や意見の増加を報告しているように、障害関連の報告された苦情の増加は、2016年に条約が批准されたことだけが原因ではない。

2015年は2014年に比べて16％、2016年は2015年に比べて20％、2017年は2016年に比べて30％も差別の苦情が増加している（オランダ人権機関の年次報告2017、p.20）。オランダ人権機関の報告によると、障害関連の意見の依頼は2016年の90件から2017年には124件に増加しており、これはオランダ人権機関が苦情を受けている他のどの差別理由よりも多い。さらに、2017年には、オランダ人権機関の全意見の30％が障害または慢性疾患の理由に関連している。これは151件の意見のうち49件である（オランダ人権機関差別事例の監視2017, p.12, 28; オランダ人権機関の年次報告2017, p.20）。

全国差別禁止局(ADV)も、障害や慢性疾患に関連した差別報告が2016年に比べて2017年にはかなり増加していると報告している：404件から572件に（差別統計2107, p.4）。

2017年には、オランダ人権機関への人々の質問のほとんどと苦情の22％が障害・慢性疾患に関係していた（差別事例の監視2017、p.10）。オランダ人権機関の意見のうち、障害や慢性疾患に関するものが圧倒的に多かった（29％）（差別事例の監視2017、p.12、表13、表8、「差別事例の監視2017」参照）。障害や慢性疾患に関する46件のうち20件では、オランダ人権機関は「不法な差別」と判断した（差別事例の監視2017、p.12）。

商品・サービス
2017年にオランダ人権機関に寄せられた差別の苦情のうち、「商品とサービス」（教育を含む）の分野の苦情（49％）のほとんどは、障害や慢性疾患が理由（57件）であった。

雇用
有給の仕事を見つけたり、維持したりすることは、障害や慢性疾患のある人がオランダ人権機関に訴える3大問題の1つである。2017年には、オランダ人権機関に申し立てられた障害や慢性疾患に関する差別の苦情のうち、26％が雇用に関連していた（差別事例の監視2017, p. 12）。オランダ統計局（CBS）の数字によると、2017年には、障害や慢性疾患を持たない人に比べて障害や慢性疾患のある人は2倍以上失業していた（それぞれ32,2％、72,5％、CBS statline、2018年）。

政府・公共サービス
オランダ人権機関の意見を求める要求のうち、平等待遇法の領域以外のものでは、（地方）政府の行動に関連するものの割合が著しく高い。これらの苦情は、しばしば公共サービスに焦点を当てている（差別事例の監視2017, p. 12）。これらの要求の大部分は、障害のある人に手当、社会保障給付、施設などを支給しない公共機関に関するものである（差別事例の監視2017, p.12）。2017年には、ADVでの苦情のうち11％が公的機関による差別に関するものであった。これらの苦情の大部分は、障害や慢性疾患に関するものである。(2017年の差別の数字、p.44)。

（翻訳：佐藤久夫・松井亮輔）
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